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普及・啓発 ①経営層/事業部長への適切なアウトリーチ

⚫ 関税と事業戦略に関する経営層へのアウトリーチ（セミナー）を積極展開

⚫ 狙いは関税の重要性を理解頂き、EPA特恵活用の動機付け、体制構築に資すること

①経営層向けセミナー（2/8）：
「経営者が知っておくべき事業戦略とEPAの関係」

②経営層向けセミナー（6/1）：
「グローバルサプライチェーンマネジメントに欠かせない関税削減のための

EPA活用戦略」

③経営層・中小企業向けセミナー（6/23）：
「経営者が知るべき事業戦略とEPAのインパクト」

④通関士セミナー（6/13）：
「輸出促進のためのEPA活用支援ツールの紹介及び活用方法」
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普及・啓発 ①経営層/事業部長への適切なアウトリーチ

⚫ 2/8に経営層向けセミナーを開催、登壇、1,434名が申し込み（908名が視聴）

⚫ 従来の「EPA制度解説」と異なる、「経営戦略」を切り口とした内容に約98％が満足

①経営層向け（2/8）：「経営者が知っておくべき事業戦略とEPAの関係」

・主催：JETRO（経産省・東京共同会計事務所共催）
・登壇：経産省（桂様）、旭化成（田中様）、東京共同（元杭様）、JETRO（石川様）
・視聴者数／申込：908名／1,434名
・満足度（4段階評価の上位2項目）：97.9％（回答率：30.1％）
＊化学工業日報に掲載（2/28）

＜アンケートの声（抜粋）＞
・EPA、関税、移転価格に関する概要を把握することが出来た
・いつものEPAセミナーとは違う観点から物事を考えられた（単にEPAの制度説明ではなく）
・EPAは営業戦略のツールとして考えることが分かった
・経営者の立場でEPAをどのように活用したらよいか、社内組織案など、理解が深まった
・関税5％と法人税40％がイコールであるなど、関税の事業インパクトが分かった
・関税と移転価格税制の関係が理解できた（関税減免と移転価格の利益配分の関係など）
・移転価格税制について具体的事例で説明頂き、理解が深まった
・経営の視点、移転価格の兼ね合いなど、視野が広がった
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普及・啓発 ①経営層/事業部長への適切なアウトリーチ

⚫ 6/1に企業のCFO、財務・経理幹部を対象としたセミナーに登壇、124名が視聴

⚫ 6/23には、EPA特恵活用で重要な役割を担う中小企業の経営者向けセミナーを予定

②経営層向け（6/1）：
「グローバルサプライチェーンマネジメントに欠かせない関税削減のためのEPA活用戦略」

・主催：日本CFO協会
・登壇：経産省（桂様）、旭化成（田中様）、東京共同（元杭様）
・視聴者数：124名
・講演内容の満足度（4段階評価の上位2項目）：96％（回答率：77.4％）

③中小企業経営者向け（6/23）：「経営者が知るべき事業戦略とEPAのインパクト」

・主催：JETRO（経産省協力）
・登壇：経産省（大滝様）、旭化成（田中様）
https://www.jetro.go.jp/events/ora/989c831eab5a8600.html

https://www.jetro.go.jp/events/ora/989c831eab5a8600.html
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普及・啓発 ①経営層/事業部長への適切なアウトリーチ

⚫ 6/13に通関士セミナーに登壇、311名が視聴

⚫ 通関士から輸出者へ紹介いただきたい東京共同HP「FTA Port」コンテンツを紹介

④通関士向け（6/13）：
「第３回通関士セミナー
【第２部】『輸出促進のためのEPA活用支援ツールの紹介及び活用方法』」

・主催：（一社）日本通関業連合会（協力：財務省関税局業務課）
・登壇：経産省（大滝様）、東京共同（江良、入江）
・視聴者数：311名
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普及・啓発 ③通商教育の充実と人材育成

⚫ 7/15に日本貿易学会にて、通商人材育成の重要性を説明し、意見交換予定

⚫ 通商動向が大きく変わる中、企業における通商人材の重要性が高まっていることが背景

①大学研究者向け（7/15）

・主催：日本貿易学会 東部部会（於：日本大学経済学部）
・報告者：
・椎野先生～主旨説明
・経産省（大滝様）～「EPAの現状とEPA活用推進の取り組み」
・旭化成（田中様）～「企業のEPA利活用と通商人材育成の重要性」

＜ご参考：通関士試験受験者数＞

以下の通り、通関士試験受験者数は、ピークの第32回以降、大きく減少している
・第1回（昭和42年）：3,913名 ＊合格率20.3％
・第32回（平成10年）：11,639名 ＊合格率12％
・第55回（令和3年）：6,961名 ＊合格率15.8％

出典：税関ホームページ
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普及・啓発 ②中小企業向け個別支援拡充（相手国側譲許表のエクセル化）

課題認識/目的

⚫ 日本が締結しているEPAのうち、EPA活用時に参照が求められる協定条文は日本政府
のウェブサイトに縦書きで掲載がされている。また、相手国側の譲許表はPDF形式で掲
載がされており、該当するHSコードを検索するのが容易ではない。

⚫ 日本からの輸出時に必要となる相手国側の譲許表について、まずは特に活用ニーズの
大きな協定について、エクセル化をしジェトロのウェブサイトに公表することで、EPA利用者
の利便性を向上させるもの。 ※ジェトロのウェブサイトへの公表時期調整中。

エクセル化のメリット
• エクセルの「検索」機能により、自社産品のHS
コードの譲許内容が容易に検索可能に。

エクセル化を行った協定
• 日EU協定、日インド協定、日インドネシア協
定、日べトナム協定、日マレーシア協定
※ジェトロ「FTAアンケート調査」や第三者原産地証明書発給件数な
どをもとに選定。


